
「   エネルギー政策の要諦は、安全性（Safety）を前提とした上で、エネルギーの安定供給（Energy 
Security）を第一とし、経済効率性の向上（Economic Efficiency）による低コストでのエネルギー供給
を実現し、同時に、環境への適合（Environment）を図るため、最大限の取組を行うことである。」 

「    エネルギー分野においては、直面する課題に対して、一国のみによる対応では十分な解決策
が得られない場合が増えてきている。 

      例えば、原子力の平和・安全利用や地球温暖化対策、安定的なエネルギー供給体制の確保

などについては、関係する国々が協力をしなければ、本来の目的を達成することはできず、国
際的な視点に基づいて取り組んでいかなければならないものとなっている。 

     エネルギー政策は、こうした国際的な動きを的確に捉えて構築されなければならない。 」 

エネルギー基本計画（抜粋） 

出典：平成26年4月11日「エネルギー基本計画」より抜粋 

「    各エネルギー源は、それぞれサプライチェーン上の強みと弱みを持っており、 安定的かつ効率
的なエネルギー需給構造を一手に支えられるような単独のエネルギー源は存在しない。 

     危機時であっても安定供給が確保される需給構造を実現するためには、エネルギー源ごとの

強みが最大限に発揮され、弱みが他のエネルギー源によって適切に補完されるような組み合わ
せを持つ、多層的な供給構造を実現することが必要である。」 
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一次エネルギー供給 
震災前との比較 

エネルギー源 2010→2014 

原子力 ▲100% 

天然ガス +19% 

石油 ▲6% 

石炭 +3% 

再エネ 
（水力含む） 

+5% 

 我が国はエネルギー源のほとんどを海外からの輸入に依存。 

 オイルショック等を踏まえ、省エネ対策強化や再エネ・原子力発電の拡大により化石燃料依存
度の低減に努めてきたが、震災以降、原子力発電の順次停止により原子力の比率が低下し、
原子力代替のための火力発電の増加等により天然ガス、石油の比率が増加。 

1 我が国の一次エネルギー供給の推移 
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水力 石炭 石油 天然ガス 原子力 再エネ等 自給率 (原油換算百万ｋｌ) （自給率） 

(年度) 

自給率 

  6.0% 

4% 

25% 

41% 

26% 

3% 



【出典】資源エネルギー庁「電源開発の概要」、「電力供給計画の概要」を基に作成 

 震災以降、原子力比率が低下。代替としての火力発電増加によりＬＮＧ、石油の比率が増加。 
 ２０１４年度末の電源構成は、ＬＮＧ火力４６．１％、石炭３１．０％、石油等火力１０．６％、 
  水力９．０％、新エネ等３．２％、原子力０％ 

2 我が国の電源構成の推移 
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（注）1971年度までは沖縄電力を除く。 



○震災前（２０１０年：１９．９％）に比べて大幅に低下。ＯＥＣＤ３４か国中、２番目に低い水準に。 

○震災前を更に上回る概ね２５％程度まで改善することを目指す。 
※ IEAは原子力を国産エネルギーとして一次エネルギー自給率に含めており、我が国でもエネルギー基本計画で「準国産エネルギー」と位置付け

ている。 

安定供給 ： 自給率（現状） 

ＯＥＣＤ諸国の一次エネルギー自給率比較 （２０１４年）  
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２９２．０％ 石炭 

原油 天然ガス 水力 

再生エネ等 

（地熱、太陽光など） 

【日本の一次エネルギー自給率の近年の推移】 

【出典】 IEA 「Energy Balance of OECD Countries 2016」を基に作成 

原子力 

  ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 

日本の一次エネルギー  
自給率 

19.9 
(29位)  

11.2 
(33位)  

6.3 
(33位)  

6.2 
(33位)  

6.0 
(33位)  

  
  
  
  
  
  
  

 原子力 15.0  5.8  0.9  0.5  - 

 水力 1.4  1.6  1.4  1.5  1.6 

 天然ガス 0.6  0.7  0.7  0.6  0.6  

 原油 0.1  0.2  0.1  0.1  0.1  

 再生可能エネルギー等 2.7  3.1  3.1  3.4  3.7 

  
  

可燃性再生可能エネル
ギー・廃棄物 

2.0  2.3  2.3  2.5  2.5 

地熱、太陽光、風力、そ
の他 

0.7  0.8  0.8  1.0  1.2 

６８２．９％ 

 

・・ 
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業界 
業界団体の声 

（日商等による調査結果のポイント） 

鋳造 

• 従業員数30名未満の中小事業所が約8
割。 

• 倒産・廃業が急増（2012年12社、13年14
社）。 

鍛造 
• 電気料金上昇に対応するため、一時帰休、
給与削減、人員削減等、労働面でコスト
削減を行う企業が大幅に増加。 

金属 
熱処理 

• 従業員数平均26人とほとんどが零細企業。
• 2013年12月に2社、2014年春に1社が工
場・部門閉鎖。 

電気料金の上昇と産業への影響 

 震災発生以降、原子力発電所の低下に伴う火力発電の焚き増しや再エネ賦課金等により、家庭向けの

電気料金は約２０％、産業向けの電気料金は約３０％上昇。 

中小・零細企業の中には、電気料金の上昇を転嫁できず、経営が非常に厳しいという声も高まっている。 

他方、２０１４年後半以降の大幅な原油価格の下落等により、２０１５年度は１年前の２０１４年度と比較し

て、家庭向け電気料金の平均単価は約５％、産業向け電気料金の平均単価は約６％低下。 

電気料金の推移 

【出典】電力需要実績確報（電気事業連合会）、各電力会社決算資料等を基に作成 

（円／ｋＷｈ） 
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ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2以外の 

温室効果ｶﾞｽ（5.5ｶﾞｽ）排出量 

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2 

排出量 

一般電気事業者 

によるCO2排出量 

(2010年度比) 

+65 
(2010年度比) 

+112 

【京都議定書基準年】 

(2010年度比) 

+110 

1990年度 2005年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 

温室効果ガス排出量 （百万t-CO2） １，２７０ １，３９７ １，３０４ １，３５４ １，３９０ １，４０８  １，３６４ 

エネ起CO2排出量 （百万t-CO2） １，０６７ １，２１９ １，１３９ １，１８８ １，２２１ １，２３５ １，１８９ 

  うち電力分※ （百万t-CO2） ２７５ ３７３ ３７４ ４３９ +65 ４８６ +112 ４８４ +110 ４５７ +83 

  うち電力分以外 （百万t-CO2） ７９２ ８４６ ７６５ ７４９ ▲16 ７３５ ▲30 ７５１ ▲14 ７３２ ▲33 

※「電力分」は、旧一般電気事業者による排出量 

（10年比） （10年比） （10年比） 

我が国の温室効果ガス排出量の推移 

●震災以降、温室効果ガス排出量は増加。2013年度、エネルギー起源CO2排出量は1,235百万トン（過去最高）。 

●2014年度（確報）は5年振りに減少し、1,189百万トン。震災前に比べると、電力分は原発代替のための火力発電 

  の焚き増しにより、2010年度比83百万トン増加。 

（10年比） 

【出典】 総合エネルギー統計、環境行動計画（電気事業連合会）、日本の温室効果ガス排出量の算定結果（環境省）をもとに作成。 

(2010年度比) 

+83 

5 我が国の温室効果ガス排出量の推移 
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エネルギーミックス策定の基本方針 

 エネルギー政策の基本的視点である、安全性、安定供給、経済効率性、及び環境適合

に関する政策目標を同時達成する中で、 

 徹底した省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電の効率化などを進め

つつ、原発依存度を可能な限り低減させる 等、エネルギー基本計画における政策の基

本的な方向性に基づく施策を講じた場合の見通しを示す。 

 
  
 
 
 
 
             電力コスト 

自給率 震災前（約２０％）を更に上回る概ね２５％程度 

現状よりも引き下げる 
 （2013年度 9.7兆円 ⇒ 2030年度 9.5兆円） 
 

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞ 

温室効果 
ガス排出量 

欧米に遜色ない温室効果ガス削減目標 
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10,650億kWh程度 
省エネ＋再エネ 
で約４割 

エネルギーミックスにおける電力需要・電源構成 

徹底した省エネ 
1,961億kWh程度 
（対策前比▲17%） 

電力 
９８０８ 
億kWh 
程度 

電力需要 電源構成 

（総発電電力量） 

12,780億kWh程度 

（総発電電力量） 

２０３０年度 ２０３０年度 ２０１３年度 
（実績） 

経済成長 
１．７％／年 

電力 
９６６６ 
億kWh 

石油 ２％程度 

石炭２２％程度 

ＬＮＧ２２％程度 

原子力１８～１７％ 
程度 

再エネ１９～２０％ 
程度 

省エネ１７％程度 

再エネ２２～２４％ 
程度 

原子力２２～２０％ 
程度 

ＬＮＧ２７％程度 

石炭２６％程度 

石油 ３％程度 

（送配電ロス等） 

水力 ８．８ 
    ～９．２％程度 

太陽光 ７．０％程度 

風力 １．７％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
３．７～４．６％程度 

地熱 １．０ 
    ～１．１％程度 

ベースロード比率 
：５６％程度 
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